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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次

第101期

第１四半期

連結累計期間

第102期

第１四半期

連結累計期間

第101期

会計期間
自　平成24年４月１日

至　平成24年６月30日

自　平成25年４月１日

至　平成25年６月30日

自　平成24年４月１日

至　平成25年３月31日

売上高 （百万円） 32,933 31,897 148,374

経常利益又は経常損失(△) （百万円） △94 554 3,596

四半期(当期)純利益
又は四半期純損失(△)

（百万円） △97 286 4,081

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △56 370 4,703

純資産額 （百万円） 15,644 20,479 20,405

総資産額 （百万円） 63,918 63,271 65,573

１株当たり四半期(当期)純利益金額
又は１株当たり四半期純損失金額(△)

（円） △1.47 4.31 61.30

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 23.3 30.9 29.7

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、第102期第１四半期連結累計期間及び第101

期は潜在株式が存在しないため、第101期第１四半期連結累計期間については、１株当たり四半期純損失金額

であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告

書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権による経済・金融政策を背景に円安・株高

が進行し、個人消費の持ち直しが見られるなど景気回復への期待が広がりました。

当社グループの主力である自動車関連事業におきましては、エコカー補助金が終了した影響もあり、全

国の新車販売台数は前年同四半期比で6.1％減、当社グループのマーケットである東京都内の販売台数は

同2.8％減となりました。

このような状況の中、当社グループの新車販売台数は前年同四半期比0.7％増となり、コア事業である

自動車関連事業は順調に推移いたしましたが、㈱キャリアセンター（人材派遣事業）の全株式を平成24

年12月28日付で譲渡したこと及び情報システム関連事業においてハードウェアビジネスが減少したこと

などによりグループ全体の売上高は減少いたしました。

これらの結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、売上高は31,897百万

円（前年同四半期比1,036百万円減、3.1％減）となりましたが、営業利益は666百万円（前年同四半期比

623百万円増、1,446.6％増）、経常利益は554百万円（前年同四半期は94百万円の損失）、四半期純利益は

286百万円（前年同四半期は97百万円の損失）と大幅な増益となりました。

　

セグメントごとの業績を示すと、次のとおりであります。

①　自動車関連事業

在外子会社において中古車販売の低迷もありましたが、国内の新車販売においては新型車デイズの

効果に加え、セレナ・ノート・キャラバンが昨年度から引き続き好調に推移しており、売上高は30,689

百万円（前年同四半期比6百万円増、0.02％増）、セグメント利益（営業利益）は794百万円（前年同四

半期比668百万円増、529.2％増）となりました。
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②　情報システム関連事業

パソコン・サーバーなどの機器販売は減少傾向にあり、ハードウェアビジネスを中心に受注が減少

した結果、売上高は1,089百万円（前年同四半期比715百万円減、39.6％減）、セグメント利益（営業利

益）は20百万円（前年同四半期比29百万円減、59.0％減）となりました。

③　その他

その他の事業である不動産事業につきましては、ほぼ計画通りに推移いたしましたが、㈱キャリアセ

ンター（人材派遣事業）の全株式を平成24年12月28日付で譲渡したことにより、その他の事業の売上

高は118百万円（前年同四半期比326百万円減、73.4％減）、セグメント利益（営業利益）は31百万円

（前年同四半期比8百万円増、34.2％増）となりました。

　
(2) 財政状態の分析

①　資産

当第１四半期連結会計期間末における総資産は63,271百万円（前連結会計年度比2,301百万円減、

3.5％減）となりました。主な内容は、商品が489百万円増加し、現金及び預金が880百万円、受取手形及

び売掛金が1,243百万円、その他流動資産が115百万円、有形固定資産が248百万円、長短繰延税金資産が

232百万円及びその他投資資産が92百万円減少しております。

②　負債

当第１四半期連結会計期間末における負債は42,791百万円（前連結会計年度比2,376百万円減、

5.3％減）となりました。主な内容は、長短借入金が350百万円及びその他流動負債が753百万円増加し、

支払手形及び買掛金が2,277百万円、未払法人税等が123百万円、賞与引当金が828百万円、長短リース債

務が129百万円及び退職給付引当金が127百万円減少しております。

③　純資産

当第１四半期連結会計期間末における純資産は20,479百万円（前連結会計年度比74百万円増、0.4％

増）となりました。主な内容は、配当金の支払による減少が266百万円ありましたが、四半期純利益を

286百万円計上したことにより、利益剰余金が20百万円及び株価の上昇・円安の影響によりその他の包

括利益累計額が77百万円増加しております。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 136,400,000

計 136,400,000

　

②　【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成25年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年８月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 66,635,063 66,635,063
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数1,000株

計 66,635,063 66,635,063 － －

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金

増減額

(百万円)

資本金

残　高

(百万円)

資本準備金

増　減　額

(百万円)

資本準備金

残　　　高

(百万円)

平成25年６月30日 － 66,635,063 － 13,752 － 241

　

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成25年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

①　【発行済株式】

平成25年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 52,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 66,496,000 66,496 －

単元未満株式 普通株式 87,063 － －

発行済株式総数 　 66,635,063 － －

総株主の議決権 － 66,496 －

　

②　【自己株式等】

平成25年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 　 　 　 　 　

日産東京販売ホールディ
ングス株式会社

東京都品川区西五反田

４－32－１
52,000 － 52,000 0.07

計 － 52,000 － 52,000 0.07

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成25年４月１

日から平成25年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年６月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、アーク監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,247 4,367

受取手形及び売掛金 ※1
 6,571

※1
 5,328

商品 6,770 7,260

仕掛品 164 162

貯蔵品 57 63

繰延税金資産 1,822 1,572

その他 3,377 3,261

貸倒引当金 △10 △8

流動資産合計 24,001 22,006

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 6,103 6,062

リース資産（純額） 8,342 8,213

土地 15,604 15,631

その他（純額） 5,203 5,098

有形固定資産合計 35,254 35,005

無形固定資産

のれん 1,667 1,647

その他 188 177

無形固定資産合計 1,855 1,824

投資その他の資産

投資有価証券 2,378 2,387

繰延税金資産 285 303

その他 1,895 1,803

貸倒引当金 △97 △59

投資その他の資産合計 4,461 4,434

固定資産合計 41,571 41,264

資産合計 65,573 63,271
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成25年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 13,750 11,472

短期借入金 ※2
 481

※2
 782

1年内返済予定の長期借入金 1,322 1,525

リース債務 537 520

未払法人税等 157 34

賞与引当金 1,388 559

その他 5,282 6,035

流動負債合計 22,919 20,931

固定負債

長期借入金 3,607 3,452

リース債務 7,817 7,705

退職給付引当金 10,191 10,064

資産除去債務 404 405

その他 227 232

固定負債合計 22,248 21,860

負債合計 45,167 42,791

純資産の部

株主資本

資本金 13,752 13,752

資本剰余金 256 256

利益剰余金 5,041 5,061

自己株式 △12 △13

株主資本合計 19,036 19,056

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 479 485

為替換算調整勘定 △46 25

その他の包括利益累計額合計 432 510

少数株主持分 936 912

純資産合計 20,405 20,479

負債純資産合計 65,573 63,271
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

売上高 32,933 31,897

売上原価 24,999 23,782

売上総利益 7,933 8,114

販売費及び一般管理費 7,890 7,448

営業利益 43 666

営業外収益

受取利息 0 0

受取配当金 31 29

貸倒引当金戻入額 6 17

雑収入 18 9

営業外収益合計 57 57

営業外費用

支払利息 90 63

支払手数料 58 56

雑損失 46 49

営業外費用合計 194 169

経常利益又は経常損失（△） △94 554

特別損失

固定資産除売却損 1 0

特別損失合計 1 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△96 553

法人税、住民税及び事業税 27 28

法人税等調整額 △34 232

法人税等合計 △7 261

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△88 292

少数株主利益 9 5

四半期純利益又は四半期純損失（△） △97 286
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【四半期連結包括利益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
　至 平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年６月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△88 292

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △48 6

為替換算調整勘定 80 71

その他の包括利益合計 31 78

四半期包括利益 △56 370

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △65 364

少数株主に係る四半期包括利益 8 5
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【注記事項】

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日)

（税金費用の計算）

在外子会社の税金費用の計算については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率

を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

※１．四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末

日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成25年６月30日)

受取手形 17百万円 21百万円

　

※２．当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀行９行と当座貸越契約を締結してお

ります。これらの契約に基づく借入未実行残高等は、次のとおりであります。

　
前連結会計年度

(平成25年３月31日)

当第１四半期連結会計期間

(平成25年６月30日)

当座貸越極度額の総額 7,287百万円 7,292百万円

借入実行残高 5百万円 －

　　差引額 7,281百万円 7,292百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、

第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びの

れんの償却額は、次のとおりであります。

　

前第１四半期連結累計期間

(自  平成24年４月１日

  至  平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自  平成25年４月１日

  至  平成25年６月30日)

減価償却費 727百万円 626百万円

のれんの償却額 22百万円 22百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．配当金支払額

該当事項はありません。

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年6月21日
定時株主総会

普通株式 266 4.00平成25年３月31日平成25年６月24日利益剰余金

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他 (注) 合計自 動 車

関連事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 30,683 1,805 32,488 444 32,933

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
7 99 106 38 145

計 30,691 1,904 32,595 483 33,079

セグメント利益 126 50 176 23 200

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業及び人材派遣事業でありま

す。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計 176

「その他」の区分の利益 23

全社費用(注) △156

四半期連結損益計算書の営業利益 43

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものであります。

　

EDINET提出書類

日産東京販売ホールディングス株式会社(E02544)

四半期報告書

14/18



　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成25年４月１日　至　平成25年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

　

報告セグメント

その他 (注) 合計自 動 車

関連事業

情報システ

ム関連事業
計

売上高 　 　 　 　 　

　外部顧客への売上高 30,689 1,089 31,778 118 31,897

　セグメント間の

　内部売上高又は振替高
0 104 105 － 105

計 30,689 1,194 31,884 118 32,002

セグメント利益 794 20 815 31 847

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産事業であります。なお、㈱キャリ

アセンター（人材派遣事業）の全株式を平成24年12月28日付で譲渡したことにより、その他の事業は不動産事業

のみとなっております。

　

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差

額の主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）

利　　益 金　　額

報告セグメント計 815

「その他」の区分の利益 31

全社費用(注) △180

四半期連結損益計算書の営業利益 666

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない当社の管理部門に係るものであります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。

項目

前第１四半期連結累計期間

(自　平成24年４月１日

　至　平成24年６月30日)

当第１四半期連結累計期間

(自　平成25年４月１日

　至　平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△)
△1.47円 4.31円

（算定上の基礎） 　 　

四半期純利益金額又は

四半期純損失金額(△)　(百万円)
△97 286

普通株主に帰属しない金額　(百万円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額(△)　(百万円)
△97 286

普通株式の期中平均株式数　(千株) 66,582 66,582

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、当第１四半期連結累計期間は潜在株式が存在しないた

め、前第１四半期連結累計期間については１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成25年８月９日

日産東京販売ホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

アーク監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    米　　倉　　礼　　二　　㊞

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    三　　島　　徳　　朗　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日産

東京販売ホールディングス株式会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第１四

半期連結会計期間(平成25年４月１日から平成25年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成25年４

月１日から平成25年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結

損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな

い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する

ことが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸

表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手

続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日産東京販売ホールディングス株式会社及び

連結子会社の平成25年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成

績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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